
　　　　　　（地皿220）

平成20年12月15目
都道府県医師会

　担当理事　殿

目本医師会
　常任理事　内　田

「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の

一部改正について」の送付について

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、　r特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の施行について」

の通知につきましては、平成20年2月6日付（地皿273）をもって貴会宛に送

付いたしました。

　今般、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の一部が改正され、

別添のとおり、厚生労働省保険局長より都道府県知事等宛てに通知が出されまし

た。

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（基準省令）によれば、こ

れまで特定健診及び特定保健指導の実施年度において75歳に達する者につい

ては、保険者が特定健康診査等を実施する最低限の対象者として法令上義務づけ

られていなかったところであります。しかしながら、特定健康診査等の実施年度

に75歳に達する者についても誕生日によっては、当該年度の大半が74歳であ

る者も少なくなく、これらの者については75歳に達し高齢者の医療の確保に関

する法律第50条に規定する被保険者となる日までの間、特定健康診査等の機会

が確実に確保されることが望ましいことから、今般公布された基準省令の改正で

は、①特定健康診査の対象者として、当該年度において75歳に達する者（75

歳未満の者に限る）も含めること、②特定保健指導のうち動機付け支援の対象者

の要件として、当該年度において75歳に達する者（動機付け支援の実施の際に

75歳に達していない者に限る）も含めること、③特定保健指導のうち積極的支



援の対象者の要件として、当該年度において75歳に達する者（積極的支援の実

施の際に75歳に達していない者に限る）も除くこと、とされており、本改正省

令は平成21年4月1日から施行することとなっております。

　なお、第6　後期高齢者医療広域連合との連携につきましては、厚生労働省保

険局高齢者医療課から都道府県後期高齢者医療広域連合事務局宛に事務連絡がな

されております。

　つきましては、本通知ならびに官報等をお送りいたしますので、貴会におかれ

ましても本件についてご了知の上、貴会管下郡市区医師会への周知方、よろしく

ご高配のほどお願い申し上げます。

　本通知等につきましては、目医ホームページに掲載する予定でありますことを

申し添えます。
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保発第1118001号
平成20年11月18目

都道府県知事殿

厚生労働省保険局長

特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の一部改正について

　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）の規定に基づき、及び同法を

実施するため、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令

第157号）を定めているところであるが、同規則の一部を改正する特定健康診査及び特定保

健指導の実施に関する基準の一部を改正する省令（平成20年厚生労働省令第159号。以下

r改正省令」という。）が本日公布されたところである。

　改正省令の内容等は下記のとおりであるので、御了知の上、貴都道府県内の市町村及び関係

団体等への周知を図られるとともに、実施に遺漏なきよう願いたい。

記

第1　改正の趣旨

　　高齢者の医療の確保に関する法律（以下r法」という。）の規定により、保険者は厚生労

　働省令で定めるところにより、40歳以上の加入者に対し、特定健康診査及び特定保健指導

　（以下「特定健康診査等」という。）を行うこととされている。この規定を受け、特定健康

　診査及び特定保健指導の実施に関する基準（以下r基準省令」という。）第1条において、

　保険者は「毎年度、当該年度の4月1目における加入者であって、当該年度において40歳

　以上74歳以下の年齢に達するもの」に対し、特定健康診査を実施すること等を規定してい

　るところであるが、特定健康診査等の実施年度において75歳に達する者については、当該

　年度中において75歳に達したときから法第50条に規定する後期高齢者医療広域連合が行

　う後期高齢者医療の被保険者となることから、年度途中に脱退等による保険の異動があった

　場合の取扱にならい、保険者が特定健康診査等を実施する最低限の対象者として法令上義務

　付けられているものに含めていなかったところである。

　　しかしながら、特定健康診査等の実施年度に75歳に達する者についても誕生日によっオ

　は、当該年度の大半が74歳である者も少なくなく、これらの者については75歳に達し法

　第50条に規定する被保険者となる日までの間、特定健康診査等の機会が確実に確保される

　ことが望ましいことから、今般、基準省令を改正することとした。



第2　改正の概要

　一　基準省令第1条第1項の改正

　　　同項において、特定健康診査の文橡者として、加入者のうちr当該年度において40歳

　　以上74歳以下の年齢に達するもの」と規定されているところを、当該年度において75

　　歳に達する者（75歳未満の者に限る。）も含めることとする。

二　基準省令第7条第2項第4号の改正
　　同号において、特定保健指導のうち動機付け支援の対象者の要件として「特定健康診査

　を実施する年度において65歳以上74歳以下の年齢に達する者」と規定されているとこ

　ろを、当該年度において75歳に達する者（動機付け支援の実施の際に75歳に達してい

　ない者に限る。）も含めることとする。

三　基準省令第8条第2項の改正

　　同項において、特定保健指導のうち積極的支援の対象者の要件として「積極餉支援を実

施する年度において65歳以上74歳以下の年齢に達する者を除く。」とされているところ

　を、当該年度において75歳に達する者（積極的支援の実施の際に75歳に達していない

者に限る。）も除くこととする。

第3　施行日

　　改正省令は平成21年4月1日から施行すること。

第4　既存通知の改正

　　基準省令の改正に伴い、平成20年1月17目付け保発第0117001号厚生労働省保
　険局長通知r特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の施行について」（以下「基

　準通知」という。）を次のように改正し、平成21年4月1日から適用する。

　一　基準通知第二の一の1中r当該年度において、40歳以上74歳以下の年齢に達するも

　　の（妊産婦その他の厚生労働大臣が定める者を除く。）」をr当該年度において、40歳以

　　上75歳以下の年齢に達するもの（75歳未満の者に限り、産婦その他の厚生労働大臣が

　　定める者を除く。）」に改める。（下線部は改正箇所）

二　基準通知第二の七の2（4）中r特定健康診査を実施する年度において65歳以上74歳以

　下の年齢に達する者」をr特定健康診査を実施する年度において65歳以上75歳以下の

年齢に達する者（当該年度において75歳に達する者にあっては、動機付け支援の実施の

際に当該当該年齢に達していない者に限る。）」に改める。（下線部は改正箇所）

三　基準通知第二の八の2中r積極的支援を実施する年度において65歳以上74歳以下の

　年齢に達する者」をr積極的支援を実施する年度において65歳以上75歳以下の年齢に

達する者（当該年度において75歳に達する者にあっては、積極的支援の実施の際に当該

当該年齢に達』ていない者に限る。）」に改める。（下線部は改正箇所）



第5　実施年度において75歳に達する加入者に係る特定健康診査等の実施状況報告について

　　法第142条の規定において、社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）は、

　保険者に対し、毎年度、特定健康診査等の実施状況に関する報告を求めることとされており、

　高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する

省令（平成19年厚生労働省令第140号。以下r算定省令」という。）第44条第2項の規

　定に基づき、保険者は、支払基金に対し、毎年度、当該年度の末日における特定健康診査等

　の実施状況に関する結果として厚生労働大臣が定める事項を、報告することとされているが、

　報告内容の詳細等については、平成20年7月10日付け保発第0710003号厚生労働

　省保険局長通知r保険者が社会保険診療報酬支払基金に提出する特定健康診査等の実施状況

　に関する結果について」（以下r実施状況通知jという。）において通知しているところであ

　る。

　　今般の改正省令の施行に伴い、特定健康診査等の実施年度において75歳に到達する者（

　75歳未満の者に限る。）についても、新たに特定健康診査等の実施の義務付け対象となるが、

　これらの者については当該年度中に75歳に到達し年度途中から法第50条に規定する被保

　険者となることから、年度途中に異動等がある者についての特定健康診査等の実施状況の報

　告と同様に考え、実施状況通知において通知している算定省令第44条第2項の規定に基づ

　く報告については、これを要しないものとする。

　　なお、算定省令第44条第2項の規定に基づく報告とは別に、特定健康診査等の実施年度

　において75歳に到達する者について実施した特定健康診査等の実施状況についても、次年

　度以降の特定健康診査等をより効果的に実施するための分析等を保険者において行う場合の

　有益な資料となることから、併せて整理しておくことが望ましい。

第6　後期高齢者医療広域連合との連携について

　　特定健康診査等の実施年度において75歳に達する者については、例えば当該年度の序盤

　に75歳に到達し後期高齢者医療制度に移行するまでの問に保険者による特定健康診査等の

　実施が困難である場合や、年度の大半が後期高齢者医療広域連合の被保険者であるが、年度

　の当初の特定の時期のみ健診を実施する地域において、後期高齢者医療広域連合での実施が

　困難である場合等が考えられるが、すべての者が特定健康診査又は後期高齢者医療広域連合

　が実施する健診を当該年度中に受けられる機会が与えられるよう、各保険者は、当該年度に

　75歳に達する者の健診の実施にあたっては、その者が年度途中に移行することとなる後期

　高齢者医療広域連合との連携に努められたい。

以上
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律
施
行
規
則
（
平
成
十
六
年
内
閣
府
令
第
十
九
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
第
四
条
第
一
項
中
「
送
信
す
る
こ
と
」
の
下
に
「
又
は

同
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
措
置
」
を
加
え
る
。

　
　
　
附
　
測

　
こ
の
内
閣
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

省

令

○
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
九
号

　
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七

年
法
律
第
八
十
号
）
第
二
十
条
及
び
第
二
十
四
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施

に
関
す
る
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に

定
め
る
。

　
平
成
二
十
年
十
一
月
十
八
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
　
　
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
関

　
　
　
す
る
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

　
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
関
す
る

基
準
（
平
成
十
九
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
七
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
第
一
条
第
一
項
中
「
七
十
四
歳
」
を
「
七
十
五
歳
」
に

改
め
、
「
達
す
る
も
の
（
」
の
下
に
「
七
十
五
歳
未
満
の
者

に
限
り
、
」
を
加
え
る
。

　
第
七
条
第
二
項
第
四
号
中
「
七
十
四
歳
」
を
「
七
十
五

歳
」
に
改
め
、
「
達
す
る
者
」
の
下
に
「
（
当
該
年
度
に
お
い

て
七
十
五
歳
に
達
す
る
者
に
あ
っ
て
は
、
動
機
付
け
支
援

の
実
施
の
際
に
当
該
年
齢
に
達
し
て
い
な
い
者
に
限

る
。
）
」
を
加
え
る
。
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　降督11十廿十1興十く田

　　　　　　　　　　　斑燃→く囲　楼　　株女

住所　兵庫県尼崎市水堂町2丁目10番23号

　内藤美由紀　昭和33年7月31日生

　趙智世　昭和59年1月23日生

　趙勇來　昭和6Q年9月28日生

　趙智穗　平成元年4月8日生

住所　兵庫県高砂市高砂町船頭町1305番地1

　車往徳　昭和48年5月17日生

住所　岡山県玉野市玉2丁目26番3号

　宋秀注　昭和30年6月17日生

　徐淑子　昭和35年5月13日生

　宋亜實　昭和61年2月13日生

　宋菜穗　昭和63年1月17日生

住所　千葉市若葉区貝塚町1219番地14

　鄭博明　昭和39年3’月1日生

　李律子　昭和39年5月20日生

　鄭志穗　平成5年7月28日生

　鄭貝葉　平成7年5月18日生

住所　福井市二の宮1丁目5番28号

・李東株　昭和32年2月4日生

　柳美知子　昭和34年2月13日生

　李弘江　平成2年12月13日生

住所　東京都渋谷区本町6丁目33番9号

　李千智　昭和59年12月11日生

住所　京都市東山区大黒町通五条上る2丁目大黒

　町303番地

　李亜依　昭和61年7月25日生

住所　名古屋市瑞穂区松園町1丁目26番地

　金智恵　昭和54年8月28日生

住所　山梨県甲府市国母4丁目9番3号

　金澄華　昭和57年9月7日生

住所　山梨県甲府市国母5丁目17番9号

　金潔恵～昭和58年12月16日生

住所　山口県宇部市大字東岐波3292番地5

　曹美恵　昭和52年10月20日生●

住所　富山市呉羽町6571番地1

　李晋輔　昭和55年3月12日生

住所　山口県宇部市大字善和387番地49

　河花子　昭和28年1月22日生
　　　　　　　　　　　　　　　　レ住所　山口県宇部市大字妻崎開作1426番地10

　朴太基　昭和55年12月26日生

住所　岡山市神田町1丁目9番19号

　朴英子　昭和19年4月5日生

住所　東京都港区六本木1丁目7番24－404号

　張京子　昭和35年11月11日生

住所　福井市二の宮3丁目24番12号

　金重培　昭和23年6月25日生

　鄭好子　昭和25年1月11日生

住所　鳥取県米子市旗ヶ崎2丁目12番20号

　金勝守　昭和48年10月・10日生

住所　東京都中央区勝どき6丁目3番1－4213号

　金宏美　昭和51年8月18日生

住所　横浜市中区錦町5番地

　宋：乗哲　昭和56年8月4日生

住所　横浜市中区錦町5番地

　宋扶哲　昭和60年4月2日生
住所　横浜市鶴見区平安町1丁目40番地14

　辛綾　昭和62年11月18日生

住所　横浜市南区永田南2丁目16番22号

　崔仁美　昭和50年7月3日生
住所　横浜市戸塚区名瀬町190番地1

　金慶和　昭和55年9月5日生

住所　川崎市多摩区南生田7丁目1番7－201号

　梁起榮　昭和39年12月19日生

住所　神奈川県秦野市堀西703番地6

　金実起　昭和48年3月1日生
住所　高知県土佐清水市浦尻32番6号

　李香美　昭和46年11月26日生

住所　千葉県市川市大洲3丁目15番5－311号

　高愛子　昭和22年9月12日生

住所　埼玉県深谷市荒川1862番地3

　金聖一　昭和54年1月29日生

住所　さいたま市大宮区上小町429番地1

　全麻由子　昭和47年12月3日生

住所　埼玉県入間市東町2丁目4番30号

　　明子　昭和45年6月28日生

住所　埼玉県越谷市東越谷6丁目90番地1

　鄭明恵　昭和57年6月24日生

住所　東京都世田谷区新町1丁目22番13－202号

　鄭貞順　昭和49年12月21日生

住所　東京都中央区月島1丁目8番1－903号

　李勝子　昭和19年10月4日生

住所・東京都台東区花川戸1丁目13番5号

　中東鉱　昭和34年7月ll日生

　金順香　昭和36年4月6日生

　申憲撤　平成3年1月12日生

　申悠撤　平成5年6月15日生

住所東京都調布市菊野台3丁目4番地1
　金保善　昭和55年8月24日生

住所北九州市小倉北区中井5丁目2番7号
　金千香　昭和41年12月28日生

　金拓弥　平成2年12月16日生

住所　群馬県太田市金山町25番14－206号

　蓑健一　昭和45年1月10日生

住所　東京都文京区目白台2丁目3番20号

　金麗華　昭和54年7月19日生

住所　滋賀県甲賀市水口町朝日が丘4番23号

　柳淑姫　昭和31年2月12日生

’徐光　昭和56年11月21日生

　徐賞　昭和58年6月5日生
住所　三重県伊勢市辻久留3丁目19番18号

　徐亮　昭和60年9月7日生

住所　滋賀県守山市勝部1丁目9番9号

　金毅　昭和56年3月31日生

住所　岐阜県大垣市室村町4丁目99番地1

　朴京順　昭和24年2月28日生

　李眞希　昭和50年7月22日生

　李在康　昭和52年10月5日生

住所　岐阜県大垣市南一色町619番地34

　李在朝　昭和48年11月17日生

住所　大阪市生野区巽北1丁目7番23号

　李佳純　昭和58年9月20日生

　金梨音　平成17年9月3日生

住所　大阪市生野区中川4丁目11番14号

　李正吉　昭和48年5月24日生

　韓由花　昭和48年7月9日生

　李一輝　平成15年4月23日生

　李彩月　平成19年11月18日生

住所大阪市東成区中本4丁目8番9号
　金八重子　昭和28年10月26日生

　洪達也　昭和59年4月19日生

　洪莉佐子　平成3年10月9日生

住所　大阪府八尾市高砂町1丁目33番地4

　河浮美　昭和27年2月21日生

住所　京都市南区吉祥院仁木ノ森町37番地2

　孔裕一　昭和43年12月21日生

住所　福井県越前市本保町第11号2番地1

　金琴姫　昭和54年2月6日生
住所　岩手県花巻市石鳥谷町好地第4地割80番地

　101

　i察郁男　昭和32年8月18日生

住所　兵庫県尼崎市南武庫之荘11丁目11番1－

　316号

　陳剛錫　昭和54年6月20日生

住所　東京都荒川区荒川8丁目8番11－204号

　曹真由子　昭和49年7月16日生

住所　北九州市門司区清見1丁目6番15号

　沈昌孝　昭和50年4月12日生

住所　福岡市南区弥永2丁目6番4－101号

　韓慶光　昭和37年8月2日生
住所　福岡市博多区博多駅東3丁目4番21－906

　号

　姜達哉　昭和59年8月8日生
住所　愛知県瀬戸市田端町1丁目46番地4

　金敏詐　昭和28年7月31日生

　金礼　昭和57年11月15日生

住所　愛知県春日井市追進町1丁目57番地

　李光子　昭和21年1月8日生
住所’名古屋市守山区小幡中1丁目16番17号

　孔博美　昭和53年1月23日生

住所　広島市中区基町19番1－928号

　金民子　昭和14年11月3日生

住所　京都市右京区西院西寿町3番地

　金昌枝　昭和41年11月28日生

住所　大阪市生野区舎利寺2丁目7番19号

　　　　　昭和34年9月30日生　趙禮一

　呉和美

　趙翔李

　趙未希

住所

　趙甫幸

住所

　朴正根

昭和36年3月15日生

平成3年7月16日生

平成5年8月20日生
札幌市中央区北14条西15丁目2番8号

　　昭和63年5月9日生
大阪府八尾市北本町3丁目13番1－200号

　　昭和41年3月5日生



O
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
関
す
る
基
準

（
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
施
行
）

（
平
成
十
九
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
七
号
）

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改
正
後

　
（
特
定
健
康
診
査
の
項
目
）

第
一
条
　
保
険
者
は
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七
年

　
法
律
第
八
十
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
り
、
毎
年

　
度
、
・
当
該
年
度
の
四
月
一
目
に
お
け
る
加
入
者
で
あ
っ
て
、
当
該
年
度
に
お
い

　
て
四
十
歳
以
上
七
十
五
歳
以
下
の
年
齢
に
達
す
る
も
の
（
七
十
五
歳
未
満
の
者

　
に
限
り
、
妊
産
婦
そ
の
他
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者
を
除
く
。
）
に
対
し

　
、
特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画
（
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康

　
診
査
等
実
施
計
画
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
基
づ
き
、
次
の
項
目
に
つ
い
て

　
、
特
定
健
康
診
査
（
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診
査
を
い
う

　
。
以
下
同
じ
。
）
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
一
～
十
　
　
（
略
）

2
～
4
　
　
（
略
）

　
（
動
機
付
け
支
援
）

第
七
条
　
　
（
略
）

2
　
前
項
の
動
機
付
け
支
援
対
象
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

　
一
～
三
　
　
（
略
）

　
四
　
特
定
健
康
診
査
を
実
施
す
る
年
度
に
お
い
て
六
十
五
歳
以
上
七
十
五
歳
以

下
の
年
齢
に
達
す
る
者
（
当
該
年
度
に
お
い
て
七
十
五
歳
に
達
す
る
者
に
あ

っ
て
は
、
動
機
付
け
支
援
の
実
施
の
際
に
当
該
年
齢
に
達
し
て
い
な
い
者
に

限
る
。
）

イ
～
二

の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

（
略
Y

現
行

　
（
特
定
健
康
診
査
の
項
目
）

第
一
条
保
険
者
は
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七
年

　
法
律
第
八
十
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
り
、
毎
年

　
度
、
当
該
年
度
の
四
月
一
目
に
お
け
る
加
入
者
で
あ
っ
て
、
当
該
年
度
に
お
い

　
て
四
十
歳
以
上
七
十
四
歳
以
下
の
年
齢
に
達
す
る
も
の
（
妊
産
婦
そ
の
他
の
厚

　
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者
を
除
く
。
）
に
対
し
、
特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画

　
（
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画
を
い
う
。
以

　
下
同
じ
。
・
）
に
基
づ
き
、
次
の
項
目
に
つ
い
て
、
特
定
健
康
診
査
（
法
第
十
八

　
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診
査
を
い
う
。
以
下
同
じ
9
）
を
行
う
も
の

　
と
す
る
。

　
一
～
十
　
　
（
略
）

2
～
4
　
　
（
略
）

　
（
動
機
付
け
支
援
）

第
七
条
　
　
（
略
）

2
　
前
項
の
動
機
付
け
支
援
対
象
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

　
一
～
三
　
　
（
略
）

　
四
　
特
定
健
康
診
査
を
実
施
す
る
年
度
に
お
い
て
六
十
五
歳
以
上
七
十
四
歳
以

　
　
下
の
年
齢
に
達
す
る
者
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

　
　
イ
～
二
　
（
略
）

一1一



3

（
略
）

　
（
積
極
的
支
援
）

第
八
条
　
　
（
略
）

2
　
前
項
の
積
極
的
支
援
対
象
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
（
同
項
の
積
極
的

　
支
援
を
実
施
す
る
年
度
に
お
い
て
六
十
五
歳
以
上
七
十
五
歳
以
下
の
年
齢
に
達

す
る
者
（
当
該
年
度
に
お
い
て
七
十
五
歳
に
達
す
る
者
に
あ
っ
て
は
、

支
援
の
実
施
の
際
に
当
該
年
齢
に
達
し
て
い
な
い
者
に
限
る
。

　
と
す
る
。

　
一
～
四

3
　
　
（
略
）

（
略
）

　
　
　
積
極
的

）
を
除
’
く
．
）

3
　
　
（
略
）

（
積
極
的
支
援
）

第
八
条
　
　
（
略
）

2
　
前
項
の
積
極
的
支
援
対
象
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
．
（
同
項
の
積
極
的

　
支
援
を
実
施
す
る
年
度
に
お
い
て
六
十
五
歳
以
上
七
十
四
歳
以
下
の
年
齢
に
達

　
す
る
者
を
除
く
。
）
と
す
る
。

　
　
～
四
　
　
（
略
）

3
　
（
略
）

一2一



事　　務　　連　　絡

平成20年11月19目

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局　御中

厚生労働省保険局

高齢者医療課

特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の一部改正

　　　　　　に係る各保険者との連携について

　長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の運営につきましては、平素より格別

のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）の規定に基づ
き、及び同法を実施するため、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する

基準（平成19年厚生労働省令第157号）を定めているところですが、同規
則の一部を改正する特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の一部

を改正する省令（平成20年厚生労働省令第159号）が平成20年11月1
8目に公布されたところであり、併せて別添r特定健康診査及び特定保健指導

の実施に関する基準の一部改正について」（保発第1118001号）により、
改正省令の内容等を都道府県知事宛て通知したところです。

　特定健康診査等の実施年度において75歳に達する方については、例えば当

該年度の早い時期に75歳に到達し、長寿医療制度に移行するまでの間に、保

険者による特定健康診査等の実施が困難である場合や、年度の大半が後期高齢

者医療広域連合の被保険者であるが、年度の当初の特定の時期のみ健康診査を

実施する地域においては、後期高齢者医療広域連合での健康診査の実施が困難

である場合があります。

　各後期高齢者医療広域連合におかれましては、当該年度に75歳に達する方

の健康診査の実施にあたっては、すべての方が、特定健康診査又は後期高齢者

医療広域連合が実施する健康診査を当該年度中に受けられるよう、後期高齢者

医療制度に移行する前の保険者との調整及び連携に努めていただき、その実施

に遺漏のないよう、ご配慮をお願いいたします。


